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完全子法人株式等の判定は適正か・ ・ ・ ・・ ・・• .... . ... .. . .... . . ... . . . .... . .. . . .. . . . .. ... .. . . ... . . . 134 

ロ 【貸倒引当金】

一括評価金銭債権に係る貸｛到引当金の貸倒実績率の計算に当たり、被合併法

人に係る貸｛到れの実績を含めて計算してVヽるか・・・・・・・..· •••• • ••••• • •••••••••• ••• ••• • •••. .. . 137 

ハ 【特定資産譲渡等損失額】

① 特定適格組織再編成等に該当する合併により被合併法人から引き継いだ資

産の譲渡等損失額が計上されてVヽなVヽか・・・・................・ ・..... ・........... ・........... 139 

② 適格合併が行われた場合において支配関係が当該適格合併の日の属する事
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渡等損失額を損金不算入としてVヽなVヽか・....・ ・.. ・....... ・..... ・..... ・ ・..... ・.............. 143 

- 【リース譲渡】
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及び費用の額を弓 I き継V ヽで V ヽなしヽヵ~・・・・・・・・・・ ・ ・ ・・・・・・・・・・・・・ ・ ・・・ ・ ・・・・ ・ ・・・・・・・・・・・・・・・・ ・ ・・ ・・ ・・・ ・ 146 

ホ 【金銭債務の償還差益】

適格合併に係る合併法人が、被合併法人から社債券等の償還等に係る義務の
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へ 【所得税額控除】

所得税額控除の計算において、非適格合併に係る被合併法人の利子配当等の

元本の所有期間を合併法人の所有期間とみなして V ヽな V ヽか・・・・・ ・ ・・・・・・•••…,....... . .. . 149 

ト 【外国税額控除】

適格合併の場合、被合併法人から外国税額の控除余裕額又は控除限度超過額

を適正に弓Iき継VヽでVヽるカヽ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 151 
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わずに控除額を算出してしヽな V ヽヵヽ•............ . ..... . ... . .............. . .. . .. . .................. 154 

リ 【税額計算】

適格合併に係る合併法人の中間申告分の法人税額を計算する場合に被合併法

人の確定法人税額を加味して計算して V ヽるか・•..................................... . ....... . 157 

(3) 株主編

イ 【みなし配当】

① 非適格合併が行われた場合、被合併法人の株主においてみなし配当が計上
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② 被合併法人の株主が非適格合併により金銭の交付を受ける場合、当該株主
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ロ 【被合併法人の株式の譲渡価額】

① 非適格合併であることのみをもって、被合併法人の株主の旧株（被合併法

人の株式） の譲渡を「時価による譲渡」 として V ヽな V ヽか ・ ・・・・• •.. ........ ..... ....... . 164 

② 合併に伴い被合併法人の株主に金銭の交付があることのみをもって、被合

併法人の株主の旧株（被合併法人の株式）の譲渡を「時価による譲渡」とし

てVヽなVヽヵ:,.• • • • • • • ••• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • ••• • • • • • • •• • • • • • • • • • • • • • • • • ••• • • • •• •• • • • • • • ••• • • • • • • • • • 165 

III 分割編

1 総論

(1) 分割の概念・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・......•••• ••••• ••• ••••••• •••••• ••• ••• ••••• •• •••• •••••• 169 

(2) 分割lこおける「承継」．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 170 

(3) 分割の概要（会社法と税法上の取扱Vヽ）．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 171 

(4) 無対価分割が行われた場合の課税関係・........・.... ・........... ・............... ・............. ・ 177 

(5) 単独新設分割型分割が行われた場合の課税関係・・・・・・・・・・・・・...........••••• •••.•••.• • ••••• • 182 
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(6) 【完全支配関係】

分割承継法人の株式の譲渡が予定されているなど、完全支配関係が継続するこ

とが見込まれていないにもかかわらず、分割前に完全支配関係があることのみを
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(8) 【従業者引継要件】

分割法人から引き継いだ従業者が、当該法人から移転した事業に従事すること
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が決定してVヽたにもかかわらず、適格分割としてVヽなし かヽ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 217 
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を移転したかどうかにかかわらず、その一括償却資産について引き続き償却

対象と して V ヽる カコ・・・・・ ・ ・・ ・・・ ・ ・ ・ ・・ ・・ ・ ・ ・ ・・ ・・・ ・・ ・ ・・・ ・・ ・・ ・・・ ・・・ ・ ・ ・ ・・・・・ ・ ・・・ ・ ・・・ ・ ・ ・ ・ ・・・・・ ・・ ・ ・・・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・ • 268 

ハ 【貸倒引当金】

① 非適格分割型分割の場合、分割により移転する個別評価金銭債権又は一括

評価金銭債権を除いて貸倒引当金の繰入限度額の計算を行っているか・・・・・・・・・・・・ 269 

② 適格分割型分割に係る分割法人において、 一括評価金銭債権に係る貸倒引

当金について貸｛到実績率の特別な計算方法を用いている場合は、その計算方

法につVヽ て承認を受けてしヽ る力)・・・・.... ・ ;................................ ・.. ・....... ・......... 270 

(2) 分割承継法人編

イ 【貸倒引当金】

適格分割型分割に係る分割承継法人において、一括評価金銭債権に係る貸倒

引当金について貸｛到実績率の特別な計算方法を用いている場合は、その計算方

法につV ヽて承認を受けて V ヽる力~- • • • • ••• • • • • • • • • • •• •• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 271 

ロ 【特定資産譲渡等損失額】

特定適格組織再編成等に該当する適格分割型分割により分割法人から引継ぎ

を受けた資産の譲渡等損失額が計上されてしヽなし かヽ・...................................... 272 

ハ 【リース譲渡】

非適格分割型分割であるにもかかわらず、分割前の分割法人のリース譲渡に

係る収益の額及び費用の額を弓Iき継Vヽ でしヽ なVヽか・．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 276 

二 【金銭債務の償還差益】

適格分割型分割に係る分割承継法人が、分割法人から社債券等の償還等に係

る義務の引継ぎを受けている場合、償還差益の益金算入額の計算が適正に行わ

れてVヽるカヽ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 278 
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ホ 【所得税額控除】

所得税額控除の計算において、非適格分割型分割に係る分割法人の利子配当

等の元本の所有期間を分割承継法人の所有期間とみなしていないか・・・・・・・・・・…… •• 279 

(3) 株主編

イ 【みなし配当】

① 非適格分割型分割が行われた場合、分割法人の株主においてみなし配当が

計上されてVヽるカヽ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 280 

② 分割法人の株主が非適格分割型分割により金銭等の交付を受ける場合、当

該株主が有する旧株（分割法人株式）について、譲渡損益とみなし配当が計

上されてしヽるカヽ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 282 

ロ 【分割法人株式の譲渡価額】

① 非道格分割型分割であることのみをもって、分割法人の株主の旧株（分割

法人株式）の譲渡を「時価による譲渡」 としてV ヽな V ヽか・・・・ ・ ・• . . . . . .. . .. . . .......... . ... 285 

② 分割型分割に伴い分割法人の株主に金銭の交付があることのみをもって、

分割法人の株主の旧株（分割法人株式）の譲渡を「時価による譲渡」としてい

な V ヽヵヽ・・・・ ・ ・・・・・・・・・ ・ ・・・・・・ ・ ・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・ ・ ・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・ ・ ・•.. . . . . . ....... ..... .. ... .. 287 

ハ 【分割承継法人株式の取得価額】

分割法人の株主等が、分割型分割により分割承継法人の株式のみの交付を受

けた場合、その株式の取得価額の計算が適正に行われているか••……•• •……… ……• 289 

6 分社型分割に係る移転資産等の処理

(1) 分割法人編

イ 【分割承継法人株式の取得価額】

適格分社型分割により交付を受ける分割承継法人の株式の取得価額に移転資

産及び移転負債に係る税務上の否認金の額に相当する金額を含めているか・・・・・・・・・ 291 

ロ 【一括償却資産】

適格分社型分割により一括償却資産を分割承継法人に引き継いでいる場合、

弓l継ぎに関する届出書が提出されてVヽ るか・・・・・・・・.......••••••• ••••••••• •• ••••••••• •••• ••• •• 292 

ハ 【繰延消費税額等】

適格分社型分割により繰延消費税額等を分割承継法人に引き継いでいる場合、

弓l継ぎに関する届出書が提出されてVヽるか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 294 

二 【圧縮記帳に係る特別勘定】

非適格分社型分割であるにもかかわらず、分割法人が設定した圧縮記帳に係

る特別勘定を分割承継法人に弓lき継しヽ でしヽ なVヽか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 296 
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(2) 分割承継法人編

イ 【資本金等の額】

適格分社型分割に係る分割法人の分割前の各事業年度分の調査により税務上

の否認金の額があることが判明した場合、分割承継法人において資本金等の額

の調整が適正に行われてしヽる力;.....・........ ・... ・.......... ・..... ・ ・..... ・........... ・....... ・... 297 

ロ 【利益積立金額】

適格分社型分割に係る分割法人の利益積立金額を分割承継法人に引き継いで

しヽなしヽヵヽ ・・・・・・・・・・・・・．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 298 

ハ 【棚卸資産】

適格分社型分割により分割承継法人が移転を受けた棚卸資産の取得価額は、

分割法人の適格分社型分割の直前の帳簿価額によっているか……..................... 300 

二 【減価償却資産】

適格分社型分割により分割承継法人が移転を受けた減価償却資産について、

分割法人の償却限度超過額が弓I継ぎもれとなってしヽ なしヽ か・...................・......... 301 

ホ 【繰延資産】

① 適格分社型分割により移転を受けた契約等に係る繰延資産は、適正に引き

継力ゞ れてしヽ るカヽ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・.........・..... ・ ・............................. 303 

② 適格分社型分割により移転を受けた契約等に係る繰延資産は、適格分社型

分割の直前の分割法人の帳簿価額により適正に分割承継法人に引き継がれて

しヽる力,.....・.................... ・........ ・...... ・.......... ・.............. ・............ ・....... ・...... 304 

へ 【欠損金額】

適格分社型分割の直前に支配関係が生じているにもかかわらず、分割承継法

人の欠損金額の全額をそのまま繰り越してしヽなしヽか・.......・ ・.. ・................. ・... ・ ・... 306 

ト 【資産（負債）調整勘定】

① 非適格分割において交付した金銭等の価額の合計額と移転を受けた資産等

の時価純資産価額との間に差額が生じている場合、資産（負債）調整勘定を認

識してしヽる力,.............................・ ・..... ・.. ・................. ・............................. 309 

② 非適格分割に係る分割承継法人に生じた資産（負債）調整勘定の金額の損

金（益金）算入額は適正に計算されてしヽるか・・ • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 311 

チ 【圧縮記帳に係る特別勘定】

非適格分社型分割であるにもかかわらず、分割法人が設定した圧縮記帳に係

る特別勘定の弓 I継ぎを受けてしヽな"‘ヵヽ• . . . ............. . . . . . ........... ... . . .......... . . . . . .... 314 

リ 【外国税額控除】

適格分社型分割が行われた場合、分割法人から外国税額の控除余裕額又は控

除限度超過額の弓 I継ぎが適正に行われてしヽるか• . . . . ........ . . .. . . . .. . . . . ..... ...... .... ... . 315 
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7 分社型分割に伴う所得計算の特例

(1) 分割法人編

イ 【減価償却資産】

分割法人が適格分社型分割により移転する減価償却資産に係る減価償却贄を

費用の額として計上している場合は、期中損金経理額等の損金算入に関する届

出書が提出されてVヽるカ:,..................・ ・.... ・ ・.. ・.... ・............ ・....... ・.............. ・.. ・.. ・ 317 

ロ 【繰延資産】

分割法人が適格分社型分割により移転する繰延資産に係る償却贅を費用の額

として計上している場合は、期中損金経理額等の損金算入に関する届出書が提

出されてVヽるカコ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.........・.................... ・ ・・・・・・・............. ・.......... ・ 319 

ハ 【一括償却資産】

分割法人が適格分社型分割により移転する一括償却資産に係る損金算入額を

費用の額として計上している場合は、期中損金経理額等の損金算入に関する届

出書が提出されてVヽるカ:,............・...... ・..... ・....... ・...... ・....... ・......... ・................. 321 

二 【繰延消費税額等】

分割法人が適格分社型分割により移転する繰延消砦税額等に係る損金経理額

を費用の額として計上している場合は、期中損金経理額等の損金算入に関する

届出書が提出されてVヽるカ:,..................・......... ・.... ・............ ・・・・・・..................... 323 

ホ 【貸倒引当金】

分割法人が適格分社型分割により移転する個別評価金銭債権又は一括評価金

銭債権に係る貸倒引当金を設定している場合は、期中損金経理額等の損金算入

に関する届出書が提出されてVヽるか・........................................................... 325 

へ 【圧縮記帳に係る特別勘定】

分割法人が適格分社型分割により移転する圧縮記帳に係る特別勘定の設定額

を費用の額としている場合は、期中特別勘定の金額の損金算入に関する届出書

が提出されてVヽるカヽ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.. 327 

(2) 分割承継法人編

イ 【貸倒引当金】

適格分社型分割に係る分割承継法人において、一括評価金銭債権に係る貸倒

引当金について貸倒実績率の特別な計算方法を用いている場合は、その計算方

法につVヽ て承詔を受けてVヽるか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 329 

ロ 【特定資産譲渡等損失額】

特定適格組織再編成等に該当する適格分社型分割により分割法人から引継ぎ

を受けた資産の譲渡等損失額が計上されてV ヽな V ヽか・・•..... . ........ . ............. .. .... . . 330 
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ハ 【リース譲渡】

非適格分社型分割であるにもかかわらず、分割法人が延払基準の方法により

繰り延べていたリース譲渡に係る収益の額及び費用の額の処理を引き継いでい

な V ヽ ヵヽ・・ ・・・・ ・・・・・・・・・・・ ・・・・・ ・ ・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・ ・・・ ・ ・・・・・・・・・・ ・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・ ・・ ・・・ ・・・・・・・・・・・・ ・ ・ ・ ・• 334 

二 【金銭債務の償還差益】

適格分社型分割に係る分割承継法人が、分割法人から社債券等の償還等に係

る義務の引継ぎを受けている場合、償還差益の益金算入額の計算は適正に行わ

れて Vヽる力,:.・ ・....... ・... ・....... ・..... ・ ・..... ・.... ・... ・.......... ・... ・....... ・............ ・........... 336 

ホ 【所得税額控除】

所得税額控除の計算において、非適格分社型分割に係る分割法人の利子配当

等の元本の所有期間を分割承継法人の所有期間とみなしていないか・ ・・ ・・・・ .. …… • •• 337 

IV 現物出資編

1 総論

(1) 現物出資の概念・・・・....................・.... ・..... ・... ・............................. ・.. ・..... ・....... ・ 341 

(2) 現物出資が行われた場合の課税関係・・・・・・・・・・・・・・・............................................. 342 

(3) 現物出資の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 344 

2 共通

(1) イメージ図（現物出資） ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 347 

(2) 適格判定フロー・・・・・・・・・ ・・・ ・ ・ ・・・・• .. .. . ... .... .. .. ... . .. . . . .. . .............. ... . ...................... 348 

(3) 共同事業要件判定フロー・・・..・・・・・・ ・......... ・.... ・.. ・.............. ・................. ・............ 351 

(4) 【書類添付義務】

組織再編成に係る主要な事項の明細書及び現物出資に係る書類等が添付されて

vヽるカ:,.....・.. ・.......................... ・ ・............. ・ ・.. ・........... ・........ ・.......................... 353 

3 適格判定

(1) 【金銭の交付】

現物出資法人に金銭など被現物出資法人の株式以外の資産が交付されているも

のを適格現物出資として VヽなVヽヵ.....................・ ・............. ・ ・........... ・........ ・........ 355 

(2) 【外国法人への出資】

① 外国法人に国内にある不動産等を現物出資しているものを適格現物出資と し

てVヽなしヽカヽ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.. 356 

② 外国法人の株式を現物出資の対象としていることのみをもって、非適格現物

出資と してVヽなVヽヵ.....................:・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.. 358 

③ 外国法人に国外にある事業所に属する資産を現物出資しているものを適格現

物出資としてVヽなしヽカ...................・........ ・....... ・......... ・..... ・.......... ・.. ・........ ・... 360 
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(3) 【外国法人からの出資】

外国法人が国外にある事業所に属する資産を現物出資している ものを適格現物

出資としてVヽなVヽヵ).......................................................・ ・.. ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・.. ・ ・ ・ ・ 361 

(4) 【新株予約権付社債】

新株予約権付社債に付された新株予約権の行使に伴い社債を給付したものを適

格現物出資と してしヽ なVヽヵヽ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.. 362 

(5) 【完全支配関係】

① 被現物出資法人の株式の譲渡が予定されている等、完全支配関係が継続する

ことが見込まれていないにもかかわらず、現物出資前に完全支配関係があるこ

とのみをもって、適格現物出資としてしヽなしヽか・・・・・・・・・ ・・ ・・ ・ ・・・・・・・・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・・ ・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・ ・ • 364 

② 有価証券の現物出資において、事業が移転していないことのみをもって、非

適格現物出資と してVヽなVヽか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・................... 366 

(6) 【支配関係】

現物出資法人と被現物出資法人との間に完全支配関係がないことのみをもって、

非適格現物出資と して V ヽな V ヽヵ〕・・・ ・・・・ ・ ・ ・ ・・・ ・ ・・・・・・ ・・ ・・・ ・・・・・・・ ・・・ ・・ ・・ ・・・・ ・・ ・ ・・・・・・・・・ •... . . ... . .. .. 368 

(7) 【従業者引継要件】

現物出資法人から引き継いだ従業者が、当該法人から移転した事業に従事する

ことが見込まれていないこと のみをもって、非適格現物出資としていないか・・・・・・・・・・・・ 370 

(8) 【共同事業要件】

資本関係のない法人間の現物出資であることのみをもって、非適格現物出資と

してVヽなしヽヵヽ・・・・・・・....・.. ・..... ・........ ・..... ・ ・....... ・............... ・.. ・...................... ・...... 372 

(9) 【事業関連性要件】

資本関係のない法人間の現物出資において、現物出資事業が複数ある場合に、

その現物出資事業の一つが被現物出資事業と相互に関連していないことのみをも

って、非適格現物出資と してしヽ なVヽカヽ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ • 373 

(10) 【事業規模要件】

共同事業要件の判定において、売上金額は 5倍要件をクリアしているにもかか

わらず、従業者の数が 5 倍を超えているとして非適格現物出資としていないか• • ••…• • 376 

(11) 【役員等引継要件】

現物出資法人の会社法上の役員が被現物出資法人の役員になっていないことの

みをもって、非適格現物出資として V ヽなしヽか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・ ・・・ ・ ・・・・・・・・・・ ・ ・・・・・・・・ ・・ ・ ・・・・・・・• 378 

(1> 【事業継続要件】

現物出資時において、現物出資法人の現物出資事業が被現物出資法人において

継続しないことが決定していたにもかかわらず、適格現物出資としていないか・・・・・・・・・ 380 

(13) 【株式継続保有要件】

現物出資時において、株式の継続保有が見込まれていないにもかかわらず、適

格現物出資としてVヽなVヽヵ)・・・・・・・・・......... ・................... ・.......... ・ ・........ ・.. ・ ・........... 382 
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4 現物出資に係る移転資産等の処理

(1) 現物出資法人編

イ 【被現物出資法人の株式の取得価額】

適格現物出資により交付を受ける被現物出資法人の株式の取得価額に移転資

産及び移転負債に係る税務上の否認金の額に相当する金額を含めているか・・・・・・・・・ 383 

ロ 【一括償却資産】

適格現物出資により一括償却資産を被現物出資法人に引き継いでいる場合、

弓 I継ぎに関する届出書が提出されて V ヽるか ・・ ・•.. . . ... .. .. .................................... 384 

ハ 【繰延消費税額等】

適格現物出資により繰延消費税額等を被現物出資法人に引き継いでいる場合、

弓I継ぎに関する届出書が提出されてVヽるか・・・・・・・・・.......................................... 386 

二 【圧縮記帳に係る特別勘定】

非適格現物出資であるにもかかわらず、現物出資法人が設定した圧縮記帳に

係る特別勘定を被現物出資法人に弓Iき継vヽでしヽ なVヽか・................................... 388 

ホ 【デット・エクイティ・スワップ(DES)】

① デット ・エクイティ ・スワップが適格現物出資に該当するにもかかわらず、

その消滅した債権に係る損失の額が計上されてVヽなVヽか・・・・・・・..••• •• •••••••••••• •• •• 389 

② 非適格現物出資に該当するデット ・エクイティ・スワップが行われている

場合、消滅した債権に係る損失の額は適正に計算されてVヽ るか・・・•…………… ... .. 391 

(2) 被現物出資法人編

イ 【資本金等の額】

適格現物出資に係る現物出資法人の現物出資前の各事業年度分の調査により

税務上の否認金の額があることが判明した場合、被現物出資法人において資本

金等の額の調整が適正に行われてVヽ るか...・.... ・..... ・..... ・ ・.. ・................ ・........ ・.. ・ 393 

ロ 【利益積立金額】

適格現物出資に係る現物出資法人の利益積立金額を被現物出資法人に引き継

vヽでVヽなVヽカ;......................................................・....... ・ ・....... ・ ・ ・ ・ ・........ ・..... 394 

ハ 【棚卸資産】

適格現物出資により被現物出資法人が移転を受けた棚卸資産の取得価額は、

現物出資法人の適格現物出資の直前の帳簿価額によっているか……．．．．．．．．．．．．．．．．．． 396 

二 【減価償却資産】

適格現物出資により被現物出資法人が移転を受けた減価償却資産について、

現物出資法人の償却限度超過額が引継ぎもれとなってVヽ ないか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.. 397 

ホ 【繰延資産】

① 適格現物出資により移転を受けた契約等に係る繰延資産は、適正に引き継

がれてVヽる力ゞ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 399 
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② 適格現物出資により移転を受けた契約等に係る繰延資産は、適格現物出資

の直前の現物出資法人の帳簿価額により適正に被現物出資法人に引き継がれ

てVヽる力〉・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 400 

へ 【欠損金額】

① 適格現物出資に該当することをもって、現物出資法人の未処理欠損金額を

被現物出資法人に弓Iき継しヽ でVヽなVヽヵコ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.. 402 

② 適格現物出資の直前に支配関係が生じているにもかかわらず、被現物出資

法人の欠損金額の全額をそのまま繰り越してしヽなVヽか・・・・............................. 404 

ト 【資産（負債）調整勘定】

① 非適格現物出資において交付した金銭等の価額の合計額と移転を受けた資

産等の時価純資産価額との間に差額が生じている場合、資産（負債）調整勘

定を認識してVヽ る力;.............................................................................・ 407 

② 非適格現物出資に係る被現物出資法人に生じた資産（負債）調整勘定の損

金（益金）算入額は適正に計算されてVヽるか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 409 

チ 【圧縮記帳に係る特別勘定】

非適格現物出資であるにもかかわらず、現物出資法人が設定した圧縮記帳に

係る特別勘定の弓I継ぎを受けてしヽなVヽか・.....・.................... ・............. ・......... ・.. 412 

リ 【外国税額控除】

適格現物出資が行われた場合、現物出資法人から外国税額の控除余裕額又は

控除限度超過額の弓I継ぎが適正に行われてVヽ るか・..·•· •· ·.•... ・ ·••.• • ••• •••••••• • •• •... .. ・ 413 

ヌ 【デット・エクイティ・スワップ(DES)】

非適格現物出資に該当するデット・エクイティ・スワップが行われた場合、

被現物出資法人（債務者）における資本金等の額の調整は適正に行われているか••• 415 

5 現物出資に伴う所得計算の特例

(1) 現物出資法人編

イ 【減価償却資産】

現物出資法人が適格現物出資により移転する減価償却資産に係る減価償却貨

を費用の額として計上している場合は、期中損金経理額等の損金算入に関する

届出書が提出されてしヽる力,.....................・.................... ・............................. 417 

ロ 【繰延資産】

現物出資法人が適格現物出資により移転する繰延資産に係る償却費を費用の

額として計上している場合は、期中損金経理額等の損金算入に関する届出書が

提出されてVヽる力,.............................・ ・........ ・.......... ・ ・.... ・ ・.... ・ ・....... ・..... ・ ・..... 419 

ハ 【一括償却資産】

現物出資法人が適格現物出資により移転する一括償却資産に係る損金算入額

を費用の額として計上している場合は、期中損金経理額等の損金算入に関する

届出書が提出されてVヽるカヽ..・・・・・・・.. ・... ・.. ・........................................ ・............ 421 
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二 【繰延消費税額等】

現物出資法人が適格現物出資により移転する繰延消費税額等に係る損金経理

額を費用の額として計上している場合は、期中損金経理額等の損金算入に関す

る届出書が提出されてVヽるか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 423 

ホ 【貸倒引当金】

現物出資法人が適格現物出資により移転する個別評価金銭債権又は一括評価

金銭債権に係る貸｛到引当金を設定している場合は、期中損金経理額等の損金算

入に関する届出書が提出されてVヽ るか・........................................................ 425 

へ 【圧縮記帳に係る特別勘定】

現物出資法人が適格現物出資により移転する圧縮記帳に係る特別勘定の設定

額を費用の額としている場合は、期中特別勘定の金額の損金算入に関する届出

書が提出されてVヽる力,.............................・ ・..... ・.... ・ ・.. ・.......... ・ ・..... ・....... ・ ・ ・ ・... 427 

(2) 被現物出資法人編

イ 【貸倒引当金】

適格現物出資に係る被現物出資法人において、一括評価金銭債権に係る貸｛到

引当金について貸倒実績率の特別な計算方法を用いている場合は、その計算方

法につI,,ヽ て承認を受けて1,,ヽ るか.................................................................. 429 

ロ 【特定資産譲渡等損失額】

特定適格組織再編成等に該当する適格現物出資により現物出資法人から引継

ぎを受けた資産の譲渡等損失額が計上されて1,,ヽな1,,ヽか・• . . . . . .. . ...... . . . . .. . .. . . . . . . .. . .. 430 

ハ 【リース譲渡】

非適格現物出資であるにもかかわらず、現物出資法人のリース譲渡に係る収

益の額及び贄用の額を弓Iき継1,,ヽでI,,ヽな1,,ヽか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.. 433 

二 【金銭債務の償還差益】

適格現物出資に係る被現物出資法人が、現物出資法人から社債券等の償還等

に係る義務の引継ぎを受けている場合、償還差益の益金算入額の計算は適正に

行われて1,,ヽるカヽ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.............................................................. 435 

ホ 【所得税額控除】

所得税額控除の計算において、非適格現物出資に係る現物出資法人の利子配

当等の元本の所有期間を被現物出資法人の所有期間とみなしていないか・・・・・・・・・・・・ 436 

v 株式交換編

1 総論

(1) 株式交換・株式移転の概要・・・・・・・・・・・・・・・............................................................ 439 

(2) 株式交換等の概要（会社法上の取扱Vヽ） ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 440 

18 



(3) 法人税法上の株式交換等につVヽ て（制度の沿革と概要） ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 444 

(4) 株式交換等の定義・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・................................................................ 446 

(5) 適格株式交換等・・・ ・・ ・ ・・・・・ ・・・•.. . . . ........... . ........ .. ... . . . .. .... . ..... .. . . .. . .. . ... . . . .... .... .. . 449 

(6) 株式交換等完全子法人の処理・.................................................................... 454 

(7) 株式交換完全親法人の処理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 455 

(8) 株式交換完全子法人の株主の処理・・・・........................................................... 458 

2 共通

(1) イメージ図（株式交換）.............................................................................. 459 

(2) 適格判定フロー ・ ・・・ ・ ・ ・ ・・・ ・ ・・・ ・・・・・・・ ・ ・・・ • •........ ........ .... .. .. ... .. ........ ......... ... ..... .. .... 460 

(3) 共同事業要件判定フロー......····· •· ··••• •·•· ·•• ·•• ·· ·• •••.... •••••• •••. ••• •••• • ••• •• •••• •• •••• ••• 461 

3 適格判定

(1) 【金銭の交付】

株式交換等完全子法人の株主に金銭など株式交換等完全親法人の株式以外の資

産が交付されてVヽ るものを適格株式交換等としてVヽなVヽか・・・・............................. 462 

(2) 【完全支配関係】

株式交換完全子法人の株式の譲渡が予定されているなど、完全支配関係が継続

することが見込まれていないにもかかわらず、株式交換前に完全支配関係がある

ことのみをもって、適格株式交換等としてV ヽなしヽか・・•. . .. . . . . . ..... .. .... .... . . . . .. ..... . . . .... 465 

(3) 【支配関係】

株式交換等完全子法人と株式交換等完全親法人との間に完全支配関係がないこ

とのみをもって、非滴格株式交換等としてV ヽな V ヽか・・・・・•. . .... ... . ..... .. .. . .. . .. . . . . .. . .... . . . 468 

(4) 【従業者継続従事要件】

株式交換等完全子法人の従業者が、当該株式交換等完全子法人の主要な事業に

従事することが見込まれないことのみをもって、非適格株式交換等としていないか・・・ 471 

(5) 【共同事業要件】

資本関係のない法人間の株式交換であることのみをもって、非適格株式交換等

として VヽなVヽカコ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・........................ 473 

(6) 【事業関連性要件】

資本関係のない法人間の株式交換において、株式交換完全子法人の主要な事業

が複数ある場合に、その事業の一つが株式交換完全親法人の行う事業と相互に関

連していなVヽ ことのみをもって、非適格株式交換等としてしヽなVヽか・・・・・・・・・・・・・・・・・・•… •• 475 

(7) 【事業規模要件】

共同事業要件の判定において、売上金額は 5倍要件をクリアしているにもかか

わらず、従業者の数が 5倍を超えているとして非適格株式交換等としていないか・・・・・・ 478 
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(8) 【特定役員非退任要件】

株式交換完全子法人の特定役員のいずれかが株式交換に伴って退任しているこ

とのみをもって、非適格株式交換等としてVヽなVヽか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 480 

(9) 【事業継続要件】

株式交換時において、株式交換完全子法人の子法人事業が当該株式交換完全子

法人において継続しないことが決定していたにもかかわらず、適格株式交換等と

してしヽ なVヽヵヽ・・・・・・・・・・................................................................................... 482 

(10) 【株式継続保有要件】

株式交換時において、株式交換完全親法人株式又は株式交換完全支配親法人株

式の継続保有が見込まれないにもかかわらず、適格株式交換等としていないか・・....... 484 

4 株式交換に伴う所得計算の特例

(1) 株式交換完全子法人編

イ 【時価評価資産の評価損益】

非適格株式交換等が行われた場合、株式交換等完全子法人において、時価評

価資産の評価損益は適正に計算されてVヽるか・・・・・・・・・....................................... 487 

ロ 【リース譲渡】

非適格株式交換等であるにもかかわらず、株式交換等完全子法人のリース譲

渡に係る収益の額及び費用の額について、延払基準の方法により経理した金額

のみを益金の額及び損金の額に算入して V ヽ な V ヽか ・ ・・・ ・ ・・ ・・・ ・ • •... .... ... . ... ...... ......... 490 

ハ 【時価評価資産の償却限度額の計算】

非適格株式交換等に係る株式交換等完全子法人が、時価評価資産である減価

償却資産及び繰延資産に係る評価損を損金の額に算入した場合、償却限度額は

適正に計算されてVヽるカヽ ・・・・・・・・・・................................................................. 492 

(2) 株式交換完全親法人編

【株式交換完全子法人株式の取得価額】

株式交換により取得をした株式交換完全子法人の株式の取得価額は滴正か・・・・・・・・・ 496 

(3) 株主編

【株式交換完全子法人株式の譲渡価額】

① 非適格株式交換であることのみをもって、株式交換完全子法人の株主の旧株

（株式交換完全子法人株式）の譲渡を「時価による譲渡」としていないか・・・・ ・ ・ ・ ・ 9• …• • 499 

② 株式交換に伴い株式交換完全子法人の株主に金銭の交付があることのみをもって、株

式交換完全子法人の株主の旧株（株式交換完全子法人株式）の譲渡を「時価による譲渡」

としてVヽなVヽヵコ・・・・・・・................................................................................ 502 
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VI 株式移転編

1 総論

(1) 株式移転の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・..................................................... 507 

(2) 適格株式移転・・・・・・・ ・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 509 

(3) 株式移転完全子法人の処理・・......・..... ・... ・.... ・ ・.......... ・ ・............. ・ ・.............. ・..... 512 

(4) 株式移転完全親法人の処理・・ • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • ••• • • • • • • 513 

(5) 株式移転完全子法人の株主の処理・..........・........... ・........ ・.............................. 515 

2 共通

(1) イメージ図（株式移転） ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 516 

(2) 適格判定フロー・・•. . .... . . ... ........ . .................... . ......... . .......... ... ........ . . .... .. .. .. 517 

(3) 共同事業要件判定フロー ・•.. ...... .... ..... . ........ . ..... .. . .. . . .... . . . . .. . .. ......... ..... ....... 518 

3 適格判定

(1) 【金銭の交付】

株式移転完全子法人の株主に金銭など株式移転完全親法人の株式以外の資産が

交付されてVヽ るものを適格株式移転としてVヽなVヽか・・・・・・・....・ ・............. ・........ ・...... ・519 

(2) 【完全支配関係】

株式移転完全子法人の株式の譲渡が予定されているなど、完全支配関係が継続

することが見込まれていないにもかかわらず、株式移転前に完全支配関係がある

ことのみをもって、適格株式移転として V ヽな V ヽか・ ・・・ ・・• . .... ... . . .. .. ....... .. ... .... . . . . ... . 521 

(3) 【支配関係】

株式移転完全子法人と他の株式移転完全子法人との間に完全支配関係がないご

とのみをもって、非適格株式移転として V ヽな V ヽか・ ・・・・ ・・・・・・・・ ・・・ ・・・・・・・・・・・・ ・ ・・ ・ ・・・・・ ・・・・・ ・・・・・• 523 

(4) 【従業者継続従事要件】

株式移転完全子法人の従業者が、当該株式移転完全子法人の主要な事業に従事

することが見込まれないことのみをもって、非適格株式移転としていないか••……… • 525 

(5) 【共同事業要件】

資本関係のない法人間の株式移転であることのみをもって、非適格株式移転と

し てしヽなしヽカシ・・・ ・・ ・・ ・・ ・・・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・・・・・・・・・ ・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・ ・・・・・ ・・ ・・・・・• ... .. ... ..... .. . . . . ..... 527 

(6) 【事業関連性要件】

資本関係のない法人間の株式移転において、株式移転完全子法人の主要な事業

が複数ある場合に、その事業の一つが他の株式移転完全子法人の行う事業と相互

に関連していないことのみをもって、非適格株式移転としていないか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 528 

(7) 【事業規模要件】

共同事業要件の判定において、売上金額は 5倍要件をクリアしているにもかか

わらず、 従業者の数が 5 倍を超えているとして非適格株式移転としていないか• ……•• 531 

21 



(8) 【特定役員非退任要件】

株式移転完全子法人の特定役員のいずれかが当該株式移転に伴って退任してい

ることのみをもって、非適格株式移転としてVヽなVヽか・・・・・・・・・・・・..・.... ・ ・.................... ・ 533 

(9) 【事業継続要件】

株式移転時において、株式移転完全子法人の子法人事業が当該株式移転完全子

法人において継続しないことが決定していたにもかかわらず、適格株式移転とし

てVヽなVヽヵヽ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.. 535 

(10) 【株式継続保有要件】

株式移転時において、株式移転完全親法人株式の継続保有が見込まれないにも

かかわらず、適格株式移転としてV ヽな V ヽか ・・・・ ・ ・ • . . . ... . .. .. ......... . .. . ......... . . . . .. . .. ...... .. 537 

4 株式移転に伴う所得計算の特例

(1) 株式移転完全子法人編

イ 【時価評価資産の評価損益】

非適格の株式移転が行われた場合、株式移転完全子法人において、時価評価

資産の評価損益は適正に計算されて V ヽ るか・・・ ・・ ・・ ・ ・・ ・ ・・• ... . ...................... . ....... . . . 539 

ロ 【リース譲渡】

非適格の株式移転であるにもかかわらず、株式移転完全子法人のリース譲渡

に係る収益の額及び費用の額について、延払基準の方法により経理した金額の

みを益金の額及び損金の額に算入して V ヽな V ヽか・ ・ ・・・•.... . ............. ..... ............ . ... 542 

ハ 【時価評価資産の償却限度額の計算】

非適格の株式移転に係る株式移転完全子法人が、時価評価資産である減価償

却資産及び繰延資産に係る評価損を損金の額に算入した場合、償却限度額は適

正tこ計算されて V ヽるカヽ•................... .. .. . .. . ..... .. .. . ..... ... ... .... . . . .. ...... . .... . . ... .... 544 

(2) 株式移転完全親法人編

【株式移転完全子法人株式の取得価額】

株式移転により取得をした株式移転完全子法人の株式の取得価額は適正か・・・・・・・・・ 548 

(3) 株主編

【株式移転完全子法人株式の譲渡価額】

① 非適格の株式移転であることのみをもつて、株式移転完全子法人の株主の旧株

（株式移転完全子法人株式）の譲渡を「時価による譲渡」としていないか……......... 550 

② 株式移転に伴い株式移転完全子法人の株主に金銭の交付があることのみをもって、株

式移転完全子法人の株主の旧株（株式移転完全子法人株式）の譲渡を「時価による譲渡」

としてV ヽなしヽカ~- • • • • ••• • • • • • • ••• • • • • • • • • • • • • • • • ••• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • • ••• • • • • • 551 
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VII 現物分配

1 総論

(1) 現物配当lこつVヽて・・・・・・・・・・・・・..・.......... ・ ・.... ・............... ・..... ・............................ ・ 555 

ば：株現： ： ：： ： ： ： ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ． ．． ． ： 芯： 
2 共通

(1) イメージ図（現物分配） ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 562 

(2) 適格判定フロー・・・・・・................................................................................. 563 

(3) 【書類添付義務】

組織再編成に係る主要な事項の明細書及び現物分配に係る書類等が添付されて

しヽるカヽ・・ ・ ・ ・・・ ・ ・・・ ・• . .. .. . . . . . ........... . . . .. . ..... . ... ... . . .. . .. . . .. . . . . ... ... .... .. . .. ... . . . . ... . ......... 564 

3 適格判定

(1) 【外国法人への分配】

① 外国法人に現物分配しているものを適格現物分配としていないか・ ・ ・ ・ ..… • ,. . . .... 566 

② 一つの現物分配で複数者を被現物分配法人としている場合に、他の被現物分

配法人の中に外国法人が含まれているのに適格現物分配としていないか・,.......... 568 

(2) 【外国法人の株式の分配】

外国法人の株式を現物分配していることのみをもって非適格現物分配としてい

なしヽヵヽ・ ・・・ ・・・ ・・・・・ ・・・・ ・・ ・ ・・・ ・ ・・・・ ・• . . . . .... . ........ .. ... . ...... . . . ..... . . .. .. . ..... .......... . ... . . .. ...... 570 

(3) 【株式分配における適格要件】

株式分配における適格要件の全てに該当していないにもかかわらず、適格株式

分配と して V ヽな V ヽヵヽ・・・・・・ ・ ・・・・ ・・・・・・・・・・・ ・・ ・・ ・・・・ ・・・ ・ ・ ・・・・・・・・・ ・ ・・ ・ ・ ・ ・ ・ ・・・・ ・・ ・・・ ・ ・ ・ ・ ・・ ・ ・・・・・・ ・・ ・ ・・ ・ ・・• • 572 

4 株式移転に伴う所得計算の特例

(1) 現物分配法人編

イ 【資本金等の額】

適格現物分配に伴い減少する現物分配法人の資本金等の額の処理は適正か・,.... 573 

ロ 【利益積立金額】

適格現物分配に伴い減少する現物分配法人の利益積立金額の処理は適正か•…•• 574 

ハ 【一括償却資産】

適格現物分配により一括償却資産を被現物分配法人に引き継いでいる場合、

弓I継ぎに関する届出書が提出されて Vヽるか・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 575 

二 【繰延消費税額等】

適格現物分配により繰延消費税額等を被現物分配法人に引き継いでいる場合、

弓I継ぎに関する届出書が提出されて Vヽるか・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・............ 577 
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ホ 【圧縮記帳に係る特別勘定】

非適格現物分配であるにもかかわらず、現物分配法人が設定した圧縮記帳に

係る特別勘定を被現物分配法人に弓 I き継しヽでV ヽな V ヽか・・•....... . ......................... 579 

(2) 被現物分配法人編

イ 【資本金等の額】

① 適格現物分配に伴い増加する被現物分配法人の資本金等の額の処理は適正か•••58 1

② 適格現物分配に係る現物分配法人の現物分配前の各事業年度分の調査によ

り税務上の否認金の額があることが判明した場合、被現物分配法人において

資本金等の額の調整が適正に行われてしヽるか・・ ・・ ・•............................... ... ..... 582 

ロ 【利益積立金額】

① 適格現物分配に伴い増加する被現物分配法人の利益積立金額の処理は適正か… 583

② 適格現物分配に係る現物分配法人の現物分配前の各事業年度分の調査によ

り税務上の否認金の額があることが判明した場合、被現物分配法人において

利益積立金額の調整が適正に行われてVヽるか・..........................••• ••••••• ••••• •• • 584 

ハ 【減価償却資産】

適格現物分配により被現物分配法人が移転を受けた減価償却資産について、

現物分配法人の償却限度超過額が引継ぎ漏れとなっていなV ヽか・ ・ ・・・ •.. ... ... . . . ....... 585 

二 【棚卸資産】

適格現物分配により被現物分配法人が移転を受けた棚卸資産の取得価額は、

現物分配法人の適格現物分配の直前の帳簿価額によっているか・・・・・・・・・・・・・・…• , ..... 587 

ホ 【繰延資産】

適格現物分配により被現物分配法人が移転を受けた資産に係る繰延資産が、

適正・iこ弓Iき継がれてVヽる力)・・・・..........・ ・....... ・ ・・・・・・.. ・........ ・.............................. 588 

へ 【繰延消費税額等】
適格現物分配において、現物分配法人の有する繰延消費税額等が被現物分配

法人に適正に弓Iき継がれてVヽる力)・................・ ・........... ・............. ・.................. 590 

ト 【欠損金額】

① 適格現物分配に該当することをもって、被現物分配法人が現物分配法人の

未処理欠損金額を弓Iき継Vヽ でしヽ なしヽ か・..................................................... 592 

② 適格現物分配の直前に支配関係が生じているにもかかわらず、被現物分配

法人の欠損金額の全額をそのまま繰り越して V ヽなしヽか ・・ ・・ ・・・ ・・・・・ • .......... .. .. ... ... 594 

チ 【庄縮記帳に係る特別勘定】

非適格現物分配であるにもかかわらず、現物分配法人が設定した圧縮記帳に

係る特別勘定の弓 I継ぎを受けてしヽな V ヽヵヽ•........ . ... . ........ ....... .... . .... ............ .... 597 

5 現物分配に伴う所得計算の特例

(1) 現物分配法人編
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イ 【一括償却資産】

① 現物分配法人が適格現物分配により移転する一括償却資産に係る損金算入

額を費用の額として計上している場合は、期中損金経理額等の損金算入に関

する届出書が提出されてしヽる力...・ ・....... ・................. ・.. ・ ・.. ・..... ・.. ・....... ・ ・........ 599 

② 非適格現物分配により現物分配法人が一括償却資産の損金算入の対象とし

た減価償却資産を被現物分配法人に移転しても、現物分配法人において、そ

の減価償却資産を弓 I き続き一括償却してしヽるか• . . .. .. . ............ . .................... . 600 

ロ 【繰延資産】

現物分配法人が適格現物分配により移転する繰延資産に係る償却費を費用の

額として計上している場合は、期中損金経理額等の損金算入に関する届出書が

提出されて V ヽる力x ・ ・・・ ・ ・ ・・・ ・ ・・ ・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・ ・ ・ ・・ ・ ・ ・ ・・・ ・ ・ ・・・・・・・ ・・ ・ ・ ・・・・・・ ・・・・・ ・ ・・・ ・・・・・・・・・・・・・・ ・ • 601 

ハ 【繰延消費税額等】

現物分配法人が適格現物分配により移転する繰延消費税額等に係る損金経理

額を費用の額として計上している場合は、期中損金経理額等の損金算入に関す

る届出書が提出されてしヽる力.....................・ ・.......................... ・............. ・...... 602 

二 【貸倒引当金】

現物分配法人が適格現物分配により移転する個別評価金銭債権につき、期中

個別貸倒引当金勘定を設定している場合は、期中損金経理額等の損金算入に関

する届出書が提出されてVヽるカコ・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 603 

ホ 【圧縮記帳に係る特別勘定】

現物分配法人が適格現物分配により移転する圧縮記帳に係る特別勘定の設定

額を贄用の額としている場合は、期中特別勘定の金額の損金算入に関する届出

書が提出されてしヽるカヽ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・ 604 

(2) 被現物分配法人編

イ 【受取配当等の益金不算入】

受取配当等の益金不算入額の計算において、現物分配法人から移転を受けた

関連法人株式等の判定は適正力;........・ ・.......... ・...... ・.......... ・... ・.... ・ ・.... ・ ・.......... ・ 605 

ロ 【特定資産譲渡等損失額】

特定適格組織再編等に該当する適格現物分配により現物分配法人から引継ぎ

を受けた特定資産に係る譲渡等損失額が計上されてVヽなVヽか・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 607 

ハ 【所得税額控除】

所得税額控除の計算において、非適格現物分配に係る現物分配法人の配当等

の元本の所有期間を被現物分配法人の所有期間とみなしていないか・ ・ ・・ ・・・・・・・…• • •• 610 

VIII 申告調整編

1 合併
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(1) 適格合併に係る移転資産及び移転負債を時価（パーチェス法）で引き継いでい

る場合・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ・・・.......................................... 615 

(2) 非適格合併に係る移転資産及び移転負債を簿価で引き継いでいる場合・.. …•,....... 617 

(3) 適格合併で抱合株式がある場合（合併により増加する資本金の額あり）．．．．．．．．．．．．．．． 619 

(4) 適格合併で抱合株式がある場合（合併により増加する資本金の額なし）．．．．．．．．．．．．．．． 621 

(5) 被合併法人の株主等に合併法人の株式その他の資産が交付されない合併の場合
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(6) 被合併法人の株主等に合併法人の株式その他の資産が交付されない合併の場合

（同一の者による完全支配関係がある場合の無対価による適格合併）・……… ……• • 625 

(7) 非適格合併で抱合株式がある場合（合併対価が株式のみ）．．．．．．．．．．．..………• •• ••• ….. 627 
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(9) 非適格合併で譲渡損益調整資産がある場合（合併交付金あり）．．． ． ．．．．．． ． ．． ． ．．．．．． ．..… • 631 

2 分割型分割

(1) 適格分割型分割を行った場合の分割法人の処理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 633 

(2) 適格分割型分割を行った場合の分割承継法人の処理・・・・・・・・・・・.・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 635 

(3) 適格分割型分割を行った場合の処理

イ 分割法人の処理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 637 

口 分割承継法人の処理・・・・・・・・・・・・・・・............................................................... 640 
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イ 分割法人の処理・・・・・・・・・・・・ ・ ・・・・・ ・ ・ ・・・・・ ・・ ・ •· .•· ··· · ··· · · · ······ ···· ·· ·· · ·· ·· ·· ··· ·· · ·· · · ····· · ····· 643 

口 分割承継法人の処理・・・・・・・・・・............................................................•.. . .... . 646 
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(1) 適格分社型分割を行った場合の分割法人の処理・・........................................... 649 

(2) 適格分社型分割を行った場合の分割承継法人の処理・・・・ ・・・・・• ....... . ........... . ........ . . 651 
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の処理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・......... 653 
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人の処理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・........................................................ 655 
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(1) 適格株式交換を行った場合の株式交換完全親法人の処理・・.....................••••••• •• • 657 

(2) 株式交換（株式交換完全親法人株式のみ交付の場合）に係る株式交換完全子法

人の株主の処理・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 658 
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(1) 適格株式移転を行った場合の株式移転完全親法人の処理・ ・ ・・ ・ ・・・・・•• .. . . .. . ....... . ..... . 659 
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7 現物分配
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